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 日本の総人口は２００８年をピークに減少し続け、２０５０年代には９０００万人を割り込むと推計さ

れる。総人口は約６０年前に戻るだけだが、問題は高齢化率（総人□に占める６５歳以上の割合）

だ。現在の２３％（２０１０年）から、２０６０年には約４０％になる。国連の定義では高齢化率が２１％

を超えた社会は「超高齢社会」である。超高齢社会を維持するには、人数が減った現役世代の生

み出す付加価値によって、人数が増加した高齢者の生活を支えていかねばならない。現行の社

会保障制度をそのまま続けることは不可能だ。 

 

 現行の社会保障制度を維持しつつプライマリーバランスを均衡させるには、国民負担率（税と社

会保障の負担が国民所得に占める割合）を現在の４割から７割近くまで引き上げねばならない。し

かし、これでは働く意欲を衰えさせ、経済に悪影響をもたらしかねない。福祉国家と言われ、かつ

ては国民負担率が７０％を超えていたスウェーデンでも、現在は５９％程度に下がっている。 

 

では、いったいどの程度まで国民負担率を増やし、給付を削れば社会保障制度を持続させるこ

とができるのだろうか ―。 

 

 国民負担率は現在の欧州諸国に近い６０％程度を超えないように設定し、消費税率は２５％まで

引き上げることが可能だと想定してみた。その上で、①年金支給開始年齢を６９歳に引き上げ②７

０歳以上の医療費自己負担割合を２割へ引き上げ ― など思いきった給付削減を想定した。 

 

しかし、この程度の改革では社会保障制度を維持できないばかりか、プライマリーバランスの構

造的な赤宇も解消できず、国の債務残高は累増し続ける可能性が高いという結論になった。要す

るに、社会保障の給付削減と負担増を図るだけの従来の発想の延長では、問題を解決する処方

箋は容易に描けないのである。 

 

超改革シナリオとは、政府による直接的な給付をナショナルミニマム（国による必要最低限の保

障）に限定して国民皆年金や皆保険を維持する一方、民間部門の知恵と活力を総動員して国民

が自らリスクを管理していく発想である。 

 

 超改革シナリオでは、前述した改革シナリオの内容に加え、①公的年金の所得代替率（その時

点の現役世代の所得に対する年金給付額の比率）を現在の６２％（２００９年財政検証時）から、 

４０％に引き下げる②医療費自己負担割合を全国民一律 ３割とする③介護給付の自己負担割

合を現在の１割から２割に引き上げる― など給付削減と受益者負担の引き上げを行うこととした。 

 

 結論を言えば、この超改革シナリオでは、プライマリーバランスが黒字化し、財政の債務残高そ

のものをＧＤＰ対比で減らしていくことができ、社会保障制度を確実に持続可能なものにしていくこ

とができる。社会保障改革の在り方を、大きな政府か小さな政府かという視点ではなく、超高齢社

会において機能する政府とは何かという視点で考えることが重要である。 


